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第１部 普通会計財務書類の意義と読み方 

 

１．普通会計の範囲 

 

 普通会計の財務書類とは、一般会計に加え、普通会計の範囲に含めた特別会計にかか

る財務書類４表のことをいいます。 

 本町の場合には、一般会計に加え、老人保健医療事業特別会計の一部が普通会計の範

囲に含まれます。 

 

２．貸借対照表 

 

（１）貸借対照表とは 

 貸借対照表とは、自治体が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）

と、その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に示した表で

す。 

また、資産合計額と負債・純資産合計額が一致し、左右がバランスしている表である

ことからバランスシートとも呼ばれています。 

 貸借対照表は、次の図のように資産、負債及び純資産から構成されています。 

 

  《貸借対照表のイメージ図》 

  

借 方 貸 方 

 

負 債 

（地方債、将来支払うべき退職金など） 

 資 産 

（インフラ資産、施設、現金など）  

純資産 

（補助金、これまでに収納した税金など） 

 

 

過去及び

現世代の

負担 

将来世代

の負担 
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（２）平成２２年度の貸借対照表の概要 

【資産の部】 

 資産の部は、大きく『１ 公共資産』、『２ 投資等』、『３ 流動資産』に分類されます。 

 

１ 公共資産  

「公共資産」は、「（１）有形固定資産」と「（２）売却可能資産」から構成されてお

り、資産の大部分を占めています。本町でも、資産総額が 641 億 7,200 万円であるのに

対して公共資産合計は 543 億 3,100 万円であり、資産全体の約 85％に達しています。 

「有形固定資産」とは、長期間にわたって住民サービスを提供するために使用されて

いるもので、具体的には、土地、建物などが該当します。主なものとして、「①生活イ

ンフラ・国土保全」が 292 億 6,400 万円（有形固定資産の 53.9％）、「②教育」が 122

億 8,000 万円（有形固定資産の 22.6％）であり、道路・公園などのインフラ整備や、

学校等の教育設備を中心とした施設整備が進められてきたことがわかります。 

 一方、「売却可能資産」とは、公共資産のうち、遊休資産や未利用資産など、現在行

政目的のために使用されていない資産を表しています。本町では、830 万円が計上され

ており、これらの早期処分もしくは利活用が求められます。 

 

２ 投資等  

「投資等」には、公社や第三セクター等への出資金や貸付金、基金、長期延滞債権な

どの資産が計上されています。 

「①投資及び出資金」は 3億 7,200 万円であり、主なものは町が行政活動を行う上で

必要な団体への出資金・出えん金です。これらは兵庫県町土地開発公社や（財）播磨町

臨海管理センターなどの第三セクター等を通じ、行政サービスの提供に活用されていま

す。 

また、「②投資損失引当金」とは、連結対象となる会計・団体の財政状況が一定以上

悪化した場合、その損失に備えて計上される科目であり、マイナス金額で計上されます。

本町の場合は該当ありませんでしたが、「投資損失引当金」に金額が計上されている場

合は、財政状況が悪化した公社や第三セクター等を抱えていることがわかります。 

「（２）貸付金」とは、町が住民に対して直接貸し付けている資金の残額です。本町

の場合、住宅改修資金等の貸付金が 1,400 万円計上されています。 

なお、返済期限が到来しているにもかかわらず回収されていない貸付金は、「長期延

滞債権」あるいは「未収金」として別に計上されるため、「貸付金」に計上されている
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金額は、返済期限未到来の債権の額ということになります。 

「（３）基金等」は 35 億 7,600 万円（資産全体の 5.6％）であり、主なものは公共施

設整備基金、一般廃棄物処理施設整備基金などからなる「②その他特定目的基金」が

18 億 6,800 万円、「③土地開発基金」が 3 億 700 万円、「④その他定額運用基金」とし

て奨学基金が 1億 2,700 万円あります。これらは将来の支出に対する財源の備えといえ

ます。 

また、「基金等」には、基金のほかに「⑤退職手当組合積立金」も含まれます。町が

加入している退職手当組合が保有する本町分の資産相当額で、12 億 7,400 万円計上さ

れています。 

「（４）長期延滞債権」は納付期限や回収期限から１年以上経過しているにもかかわ

らず、いまだ収入されていない債権を指します。町税や使用料及び手数料など2億 7,600

万円計上されていますが、これらを減少させていく、あるいはできる限り発生させない

ようにする必要があります。そのため本町では、「債権回収対策会議」を開催し、関係

グループによる情報の共有や徴収方法についての調査、研究を進めています。 

「（５）回収不能見込額」とは、上記の「貸付金」及び「長期延滞債権」のうち回収

不能となることが見込まれる金額を表示しています。回収不能となる金額は、個別の債

権ごとに、過去の不納欠損実績率をもとに算定しています。本町の場合、「貸付金」と

「長期延滞債権」の合計額 2億 9,000 万円のうち 6,200 万円が回収不能となることが見

込まれるものとして計上されています。 

 

３ 流動資産 

「流動資産」には、現金、必要に応じてすぐに使える基金、税金等の未収金等が計上

されます。 

「（１）現金預金」には、「①財政調整基金」47 億 3,600 万円、「②減債基金」4,500

万円、「③歳計現金」8億 2,700 万円があります。「財政調整基金」や「減債基金」は将

来の収入源や不測の支出、地方債の償還に備えて積み立てている基金です。これらの残

高が多ければ今後の財政運営に比較的余裕があるといえます。また、「歳計現金」はそ

の年度の収入から支出を差し引いた残高です。本町ではこれらが合計で 56 億 800 万円

計上されています。 

「（２）未収金」には、滞納期間が１年未満の債権のみが計上されており、「①地方税」

6,700 万円と使用料及び手数料など地方税以外の「②その他」120 万円に区分していま

す。また、長期延滞債権と同様に「③回収不能見込額」を 1,200 万円計上しています。 
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【負債の部】 

 負債は、『１ 固定負債』、『２ 流動負債』に分類されます。 

 

１ 固定負債 

 「固定負債」とは、貸借対照表の基準日（平成２３年３月３１日）の翌日から１年以

降に支払いや返済が行われる予定のものをいいます。 

「（１）地方債」には、地方債のうち翌々年度以降に償還されるものが計上されます。

したがって、地方債残高の総額は、固定負債の「地方債」と流動負債の「翌年度償還予

定地方債」を合計したものになります。本町の場合、固定負債の「地方債」には 82 億

100 万円計上されており、「翌年度償還予定地方債」と合計した地方債残高の総額は 89

億 9,200 万円となっています。 

 「（２）長期未払金」とは、既に物件の引渡しやサービスの提供を受けたものについ

て、まだ支払っていない額などで、本町においては該当ありません。 

 「（３）退職手当引当金」は、仮に年度末に特別職を含む全職員が普通退職した場合

に支払うことが必要とされる額であり、15 億 3,900 万円が計上されています。 

 「（４）損失補償等引当金」とは、補償した債務についての負担見込額を引き当てた

ものであり、本町においては該当ありません。 

 

２ 流動負債 

 「流動負債」とは、１年以内に支払いや返済をしなければならないものをいいます。 

「（１）翌年度償還予定地方債」とは、地方債のうち翌年度償還予定額であり、7 億

9,100 万円となっています。 

「（２）短期借入金（翌年度繰上充用金）」とは、収支不足が発生した場合に翌年度の

収入を繰り上げて使用した金額です。本町においては該当ありません。 

「（３）未払金」とは、固定負債の長期未払金が翌々年度以降の支出予定額であるの

に対し、翌年度支出予定額のことをいいますが、本町においては該当ありません。 

「（４）翌年度支払予定退職手当」とは、職員に支払う退職手当のうち翌年度支払予

定額です。なお、本町においては退職手当組合に加入しているため、自団体から退職手

当を支払いませんので、翌年度支払予定退職手当は計上されません。 

「（５）賞与引当金」とは、翌年度に支給される賞与のうち当年度に発生した部分で

す。本町の場合、平成２３年度に支給する賞与のうち 7,700 万円が平成２２年度に既に

発生していることになります。 
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【純資産の部】 

 純資産は、『１ 公共資産等整備国県補助金等』、『２ 公共資産等整備一般財源等』、『３ 

その他一般財源等』、『４ 資産評価差額』に分類されます。 

 

１ 公共資産等整備国県補助金等 

 住民サービスを提供するために取得した財産にかかる財源のうち、国・県からの補助

金の受入額であり、74 億 9,700 万円計上されています。 

 

２ 公共資産等整備一般財源等 

 公共資産等に充てられた一般財源等のことをいい、資産の部に計上されている公共資

産等の財源のうち、上記の国県補助金等と地方債を除いた額で、449 億 9,000 万円とな

っています。 

 

３ その他一般財源等 

 公共資産等以外の資産から公共資産整備財源以外の負債を差し引いたもので、10 億

7,800 万円となっています。翌年度以降に自由に使用できる純資産額を意味します。 

 

４ 資産評価差額 

 売却可能資産、寄附等による資産の無償取得などがある場合に、資産の評価額と帳簿

価額との差額を計上しますが、本町においては該当ありません。 

 

※ 注記 

貸借対照表には、本表以外に注記情報も記載されています。 

 

※１ 他団体及び民間への支出金により形成された資産 

 地域住民のための資産整備は、自団体で行う資産整備以外に団体及び民間への支出金

により形成されています。資産の総額で 17 億 7,800 万円あり、このうち 14 億 2,500 万

円が一般財源等により充当されています。 

 

※２ 債務負担行為に関する情報 

 貸借対照表に計上されていない債務負担行為が 20 億 5,600 万円あります。主なもの

として、図書館や健康いきいきセンター等各施設の管理運営費など将来負担となる見込
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みがあるものが計上されています。 

 

※３ 交付税措置地方債の金額 

 地方債の中にはその償還財源として地方交付税収入が見込まれるものが存在します。

本町では、地方債残高 89 億 9,200 万円のうち 59 億 9,400 万円について（地方債残高の

約 67％）は、将来の地方交付税の算定基礎に含まれることが見込まれています。 

 

※４ 普通会計の将来負担に関する情報 

 普通会計の将来負担として見込まれる金額及び将来負担を軽減する財源として見込

まれる金額を表しています。普通会計の将来負担額 166 億 7,300 万円に対して 224 億

6,500 万円の負担軽減資産があるため、将来負担額を上回っていることから、将来負担

額が算定されていないことになります。 

 

※５ 土地及び減価償却累計額 

 有形固定資産のうち土地の金額と減価償却累計額が注記されています。有形固定資産

543 億 2,300 万円のうち土地が 297 億 1,100 万円となっており、建物等の償却資産は差

し引き 246 億 1,200 万円となります。減価償却累計額は 232 億 1,700 万円であり、償却

資産の取得価格 478 億 2,900 万円に対して約 49％の減価償却が進んでいることがわか

ります。 
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３．行政コスト計算書 

 

（１）行政コスト計算書とは 

 行政コスト計算書は、１年間の行政活動のうち資産形成に結びつかない行政サービス

にかかる経費とその行政サービスの直接の対価として得られた財源を対比させた財務

書類です。 

マトリックス形式の計算書で、縦に性質別区分（人にかかるコスト、物にかかるコス

トなど）、横に目的別区分（生活インフラ・国土保全、教育、福祉など）で表示されま

す。貸借対照表が将来世代も利用できる資産の形成を示しているのに対し、行政コスト

計算書は、人的なサービスや給付サービスなどの資産形成につながらない行政サービス

の活動実績をコストという側面から把握したものです。 

では、行政コスト計算書からどのようなことが読み取れるかを見ていきます。資産形

成に結びつかない１年間の行政サービスを提供するために要した経費の金額を「経常行

政コスト」で表し、施設利用料など主に行政サービス提供の過程で得られた受益者負担

を「経常収益」で表しています。行政サービスを提供する上で最も重要な財源である税

収は、経常収益に含めないため、経常行政コストと経常収益とを比べると一般的には大

幅なコスト超過になります。 

このように、経常行政コストと経常収益の差し引きで表される純経常行政コストは、

民間企業の損益計算書で表される利益の概念とは異なり、地方税や地方交付税といった

一般財源や補助金などで賄わなければならないコストを表します。 

 

（２）平成２２年度の行政コスト計算書の概要 

【経常行政コスト】 

 経常行政コストの総額は、84 億 7,600 万円です。性質別にみると、「１ 人にかかる

コスト （１）人件費、（２）退職手当引当金繰入等、（３）賞与引当金繰入額」が 14 億

6,000 万円（構成比率 17.2％）、「２ 物にかかるコスト （１）物件費、（２）維持補修

費、（３）減価償却費」が 27 億 3,400 万円（構成比率 32.3％）、「３ 移転支出的なコス

ト （１）社会保障給付、（２）補助金等、（３）他会計等への支出額、（４）他団体への

公共資産整備補助金等」が41億3,900万円（構成比率48.8％）、「４ その他のコスト （１）

支払利息、（２）回収不能見込計上額、（３）その他行政コスト」が 1億 4,400 万円（構

成比率 1.7％）となっています。経常行政コストのうち、資金支出を伴わない「２（３）

減価償却費」が 11 億 4,400 万円（構成比率 13.5％）となっています。 
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 目的別にみると、「福祉」が 31 億 500 万円（構成比率 36.6％）、「教育」が 12 億 5,600

万円（構成比率14.8％）、「生活インフラ・国土保全」が11億7,500万円（構成比率13.9％）

となっており、これらで全体の約 65％となっています。「福祉」に関しては行政コスト

のうち、「３（１）社会保障給付」が 16 億 700 万円、「３（３）他会計等への支出額」

が 7 億 5,000 万円であり、移転支出的なコストが約 85％と他の区分と比べて高くなっ

ています。 

 

【経常収益】 

 「経常収益」には、施設の利用料など、直接の受益者負担に相当する額が計上されて

います。「経常収益」の合計額は 2 億 7,100 万円であり、経常収益の額の経常行政コス

トに対する比率、いわゆる「受益者負担率」は 3.2％となっております。 

 「受益者負担率」を目的別に見てみると、「福祉」で 4.7％と他の区分と比べて高い

比率となっています。 

 

 「経常行政コスト」から「経常収益」を差し引いた「（差引）純経常行政コスト」は

82 億 500 万円であり、この部分が直接の受益者負担ではなく、地方税や補助金などで

賄われていることになります。 
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４．純資産変動計算書 

 

（１）純資産変動計算書とは 

 純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年間でど

のように変動したかを表している計算書です。 

 純資産変動計算書の横軸（上列）は、貸借対照表の純資産の部と同じく、「公共資産

等整備国県補助金等」、「公共資産等整備一般財源等」、「その他一般財源等」及び「資産

評価差額」に区分されています。縦軸（左列）には、その増減の要因となった項目が掲

げられています。「期首純資産残高」は、前年度の貸借対照表の純資産残高と、「期末純

資産残高」は、当年度の貸借対照表の純資産残高と一致します。 

純資産の部は今までの世代が負担してきた部分ですので、当年度に今までの世代の負

担部分が増加したのか、減少したのかがわかります。 

 

（２）平成２２年度の純資産変動計算書の概要 

【純経常行政コスト、一般財源、補助金等受入】 

 「純経常行政コスト」の金額に対する一般財源、補助金等受入の金額を見ることによ

り、「純経常行政コスト」が受益者負担以外の経常的な財源により、どの程度賄われて

いるかがわかります。 

本町では「純経常行政コスト」82 億 500 万円に対し、「一般財源（地方税、地方交付

税、その他行政コスト充当財源）」及び「補助金等受入のその他一般財源等」は 85 億

4,900 万円であることから、3億 4,400 万円の財源超過になっています。 

 

【臨時損益】 

 経常的でない特別な事由に基づく損益が発生した場合、当該内容を示す科目（災害復

旧事業費など）をもって「臨時損益」として計上します。本町においては該当ありませ

んでした。 

 

【科目振替】 

この項目では、資本的収支等に伴う財源等の振り替えを行っています。 

「公共資産整備への財源投入」、「貸付金・出資金等への財源投入」では、財源として

拘束されていなかった一般財源が、公共資産整備や貸付金・出資金などの財源として使

用され、「公共資産等整備一般財源等」として拘束されていることがわかります。すな
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わち、当年度においては、一般財源から 9 億 2,600 万円が公共資産整備に、1 億 1,100

万円が貸付金・出資金等に投入されたことになります。 

「公共資産処分による財源増」、「貸付金・出資金等の回収等による財源増」では、公

共資産などの財源として拘束されていた財源が、公共資産の処分や基金の取り崩し、貸

付金・出資金等の回収等により、自由に使える一般財源として回収されていることがわ

かります。 

「減価償却による財源増」も同様に、公共資産などの財源として拘束されていた財源

が、公共資産の減価償却に伴い一般財源として回収されたことを表しています。本町で

は 11 億 4,400 万円の減価償却費のうち、国県補助金などを財源とする部分 1 億 4,700

万円、一般財源を財源とする部分 9億 9,800 万円が「公共資産等整備国県補助金等」及

び「公共資産等整備一般財源等」から「その他一般財源等」へそれぞれ振り替えられて

います。 

なお、減価償却費は行政コスト計算書に計上されているため、「純経常行政コスト」

に含まれています。したがって、「その他一般財源等」は結果的に増減せず、「公共資産

等整備国県補助金等」及び「公共資産等整備一般財源等」のみが減少することになりま

す。 

「地方債償還に伴う財源振替」では、公共資産等整備の財源として発行された地方債

を償還することにより、公共資産等整備財源のうち地方債によって賄われていた部分が

一般財源に置き換わることとなります。すなわち、公共資産等整備財源として発行した

地方債を償還するということは、公共資産整備への財源投入と同じ性質を持つというこ

とです。地方債の元金償還により、5億 1,400 万円が「公共資産等整備一般財源等」と

して「その他一般財源等」から振り替えられました。 

「資産評価替えによる変動額」、「無償受贈資産受入」及び「その他」においては、該

当ありませんでした。 

 

これらの純資産変動の結果、本町では全体として 5億 8,300 万円の純資産の増加があ

りました。自由に使える非拘束的な一般財源が 2,500 万円減少した一方で、公共資産等

に投入された一般財源等が 5 億 1,500 万円、公共資産等に投入された国県補助金等が

9,300 万円増加していることがわかります。 
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５．資金収支計算書 

 

（１）資金収支計算書とは 

 資金収支計算書は、歳計現金（＝資金）の出入りの情報を性質の異なる３つの活動区

分に分けて表示した財務書類です。 

 「１ 経常的収支の部（経常的な行政活動による資金収支）」、「２ 公共資産整備収支

の部（公共資産整備にかかる支出とその財源の収入）」及び「３ 投資・財務的収支の部

（出資、基金積立て、借金返済などの支出とその財源の収入）」の３つの区分によって

表示することにより、行政活動別の資金収支の状況が明確になります。 

 

（２）平成２２年度の資金収支計算書の概要 

１ 経常的収支の部 

 経常的な行政活動にかかる資金収支を示しており、当年度の経常的収支は 29 億円の

収入超過でした。 

 支出項目では、「社会保障給付」が 16 億 4,000 万円と最も多く、次いで「物件費」、

「人件費」、「補助金等」などで、支出合計は 66 億 9,100 万円となっています。 

 収入項目には、行政サービスのための支出を賄うための財源が計上されており、「地

方税」53 億 7,000 万円、「国県補助金等」15 億 4,300 万円のほか、地方交付税や地方債

の発行などによる収入が計上され、収入合計は 95 億 9,200 万円となっています。 

 なお、「地方債発行額」7 億 9,500 万円が計上されていますが、これは、行政サービ

ス提供のための財源として発行した「臨時財政対策債」を示しています。 

 

２ 公共資産整備収支の部 

 「公共資産整備支出」13 億 2,800 万円など、全体で 15 億 5,800 万円の支出でした。

これに対する収入は「国県補助金等」3億 6,300 万円、「地方債発行額」2億 1,500 万円

など、全体で 5億 7,900 万円であり、公共資産整備収支は 9億 8,000 万円の支出超過で

した。これは、財源の不足額が経常的収支、すなわち一般財源で賄われたことを意味し

ます。 

 

３ 投資・財務的収支の部 

 支出の主なものは「地方債償還額」7 億 6,300 万円、「基金積立額」5 億 4,400 万円、

「他会計等への公債費充当財源繰出支出」5 億 700 万円であり、支出の合計額は 19 億
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4,900 万円でした。これに対する収入は「貸付金回収額」1億 2,800 万円、「公共資産等

売却収入」450 万円など、全体で 1億 7,800 万円でした。投資・財務的収支は 17 億 7,100

万円の支出超過であり、この不足分は経常的収支、いわゆる一般財源で賄われたことに

なります。 

 

 これらの結果、本町では、1 億 4,900 万円の歳計現金が増加しており、「期末歳計現

金残高」は 8億 2,700 万円となりました。なお、この「期末歳計現金残高」は、貸借対

照表の「３ 流動資産（１）現金預金 ③歳計現金」の額と一致しています。 

 

※ 注記 

資金収支計算書には、本表以外に注記情報も記載されています。 

 

※１ 一時借入金に関する情報 

 本町では、一時借入金の借入限度額は 10 億円となっておりますが、実際の一時借入

金の利子支払額は 44 万 6 千円であり、一時借入金による財政負担はほとんど発生して

いないといえます。 

 

※２ 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報 

 基礎的財政収支とは、地方債などの借入金を除いた歳入と、過去の借金の元利払いな

どを除いた歳出の差のことで、歳出の方が多ければ将来の借金負担が増加していくこと

になり、少なければ借金が減少していることを示します。 

 平成２２年度では、地方債の元利償還額、財政調整基金等への積立額が、地方債の発

行額、財政調整基金等の取崩額を上回っていることなどから、3億 3,400 万円のプラス

となっています。 
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６．財務書類４表の関係 

 

 これまでの説明のとおり、財務書類は４つの表から構成されていますが、この４表の

関係を示したのが次の図です。 

 

《財務書類４表の関係》 

 

貸借対照表                行政コスト計算書 

負債 

 

資産 

 … 

 … 

 歳計現金 

 … 

純資産 

 

    経常行政コスト 

―  

経常収益 

＝  

純経常行政コスト 

  

   

      資金収支計算書             純資産変動計算書 

収入 

―  

支出 

＝  

歳計現金増減額 

＋ 

期首歳計現金残高 

＝  

期末歳計現金残高 

 期首純資産残高 

―  

純経常行政コスト 

＋ 

一般財源、補助金受入等 

± 

資産評価替え等 

＝  

期末純資産残高 
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第２部 普通会計財務書類を活用した財務分析 

 

これまでの財務分析は、経常収支比率や実質公債費比率など、収支ベースの財務比率

を使用する場合が主でしたが、財務書類４表を使用するとストックによる分析が可能と

なります。これらの分析を行うことによって、現在の本町の財政状況の特徴や課題を多

面的に把握できるとともに、今後の行財政運営の方向性を見出すことにつながるものと

考えます。 

 

１．住民一人当たり貸借対照表 

 

 貸借対照表の数値を住民一人当たりの数値に置き直すことにより、より住民のみなさ

んに身近で分かりやすい数値になります。 

 

 《住民一人当たりの貸借対照表》  

借 方 貸 方 

［資産の部］ 

１ 公共資産 1,600 千円 

 

２ 投資等   123 千円 

 

３ 流動資産  167 千円 

 

資産合計     1,890 千円 

［負債の部］ 

１ 固定負債  287 千円 

２ 流動負債   25 千円 

負債合計      312 千円 

［純資産の部］ 

純資産合計    1,578 千円 

 

負債・純資産合計  1,890 千円 

（注）平成 22 年度末（平成 23 年 3 月 31 日）の住民基本台帳人口（33,948 人）で計算しています。 

 

住民一人当たりの公共資産は 160 万円であり、将来の資金流入をもたらす投資等と流

動資産を合わせて、住民一人当たりの資産合計は 189 万円となります。 

また、将来世代の負担である負債は 31 万 2 千円、これまでの世代の負担分である住

民一人当たりの純資産は 157 万 8 千円となっています。 

平均的な値としては、住民一人当たり資産額が 100 万円～500 万円の間の金額、住民

一人当たり負債額が 30 万円～200 万円の間の金額といわれています。平均値と比較す
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ると、負債額が下限に近いことから、本町は借金が少なく財政に持続可能性があること

を示しています。今後とも、適切な資産を形成・確保しつつ、更なる負債の抑制に努め

ていきます。 

 次に、兵庫県下における「類似団体」との比較を行ってみます。「類似団体」とは人

口や産業構造等によって、全国の市町村を３５のグループに分類した結果、同じグルー

プに属する団体のことをいいます。 

 

○兵庫県下の類似団体との比較 

住民一人当たり資産額 

  播磨町 Ａ町 Ｂ町 Ｃ町 

① 負債合計 310 千円 306 千円 308 千円 306 千円 

② 純資産合計 1,568 千円 1,477 千円 792 千円 725 千円 

総資産 ①＋② 1,878 千円 1,783 千円 1,100 千円 1,031 千円 

  ※ 比較している数値は、いずれも平成 21 年度決算の数値です。 

 

 前年度決算の比較となりますが、本町は総資産に占める純資産の割合が高いことがわ

かります。これは、民間企業でいえば自己資本比率が高いということを示していますの

で、行政経営上において安全性が高いといえます。 

 また、将来世代とこれまでの世代との負担割合の観点からは、これまでの世代の負担

により資産が整備されている割合が高く、比較的将来世代の負担が低いといえます。 
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２．歳入額対資産比率 

 

 歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、形成されたストックである資産

が何年分の歳入に相当するかを見ることができ、社会資本の整備の度合いを示していま

す。 

 

 歳入額対資産比率＝資産合計÷歳入総額 

  ※「資産合計」は貸借対照表の数値を使いますが、「歳入総額」は資金収支計算書の各部の収入合計

の総額に期首歳計現金残高を加算して算出します。 

  

《歳入額対資産比率》 

① 資産合計 64,172,019 千円 

② 歳入総額 11,026,655 千円 

歳入額対資産比率 ①/②  5.8 

 

歳入額対資産比率の平均的な値は、「3.0～7.0」の間といわれています。本町の比率

は 5.8 と、平均的な水準の中でも高い値となっていることから、社会資本の整備が進ん

でいることがわかります。 

 

○兵庫県下の類似団体との比較 

歳入額対資産比率 

 播磨町 Ａ町 Ｂ町 Ｃ町 

歳入額対資産比率 5.8 6.0 3.7 3.6 

※ 比較している数値は、いずれも平成 21 年度決算の数値です。 

 

兵庫県下の類似団体との比較においても、比較的資産形成が進んでいると考えられま

すが、一方でそれらの資産の維持管理に多額の経費が必要であることがいえます。 
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３．有形固定資産の行政目的別割合 

  

貸借対照表に計上された有形固定資産の行政目的別の資産高とその割合を見ること

により、公共資産形成の重点分野を把握することができます。 

 

《有形固定資産の行政目的別割合》 

行政目的 金額 構成比 

① 生活インフラ・国土保全 

② 教育 

③ 福祉 

④ 環境衛生 

⑤ 産業振興 

⑥ 消防 

⑦ 総務 

29,264,293 千円 

12,280,316 千円 

2,832,552 千円 

1,964,513 千円 

1,137,861 千円 

913,796 千円 

5,929,761 千円 

53.9％ 

22.6％ 

5.2％ 

3.6％ 

2.1％ 

1.7％ 

10.9％ 

有形固定資産合計 54,323,092 千円 100.0％ 

※ いずれも貸借対照表の数値を用いて算出します。 

 

「①生活インフラ・国土保全」の割合が 53.9％と高く、次に「②教育」の割合が 22.6％

と高くなっています。これは、これまでに道路や公園、小中学校などの整備に重点がお

かれたものといえます。 

 

○兵庫県下の類似団体との比較 

有形固定資産の行政目的別割合 

  播磨町 Ａ町 Ｂ町 Ｃ町 

① 生活インフラ・国土保全 53.9％ 41.6％ 46.1％ 53.3％ 

② 教育 22.4％ 37.1％ 35.7％ 28.6％ 

③ 福祉 5.5％ 4.2％ 2.6％ 5.0％ 

④ 環境衛生 3.8％ 4.1％ 3.6％ 1.7％ 

⑤ 産業振興 2.1％ 4.3％ 6.3％ 3.1％ 

⑥ 消防 1.4％ 2.6％ 0.6％ 0.3％ 

⑦ 総務 10.9％ 6.1％ 5.1％ 8.0％ 
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有形固定資産合計 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 

※ 比較している数値は、いずれも平成 21 年度決算の数値です。 

  

 各団体とも「①生活インフラ・国土保全」の構成比が最も大きく、次いで「②教育」

の構成比が大きくなっています。本町では、他団体と比較すると、「①生活インフラ・

国土保全」、「⑦総務」の割合が大きく、「②教育」、「⑤産業振興」の割合が小さくなっ

ています。 
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４．資産老朽化比率 

 

有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合

を計算することにより、耐用年数に対し償却資産の取得からどの程度経過しているのか

を確認することができます。 

 

資産老朽化比率（％）＝減価償却累計額÷（有形固定資産合計－土地＋減価償却累

計額）×100 

※ いずれも貸借対照表の数値を用いて算出します。 

 

《資産老朽化比率》 

① 有形固定資産合計（土地を含む） 

② 土地 

③ 減価償却累計額 

54,323,092 千円 

29,711,352 千円 

23,217,229 千円 

資産老朽化比率 ③/（①－②＋③）×100 48.5％ 

 

資産老朽化比率の平均的な値は、「35％～50％」の間といわれています。本町の比率

は 48.5％であり、平均値の範囲内となっています。 

 

○兵庫県下の類似団体との比較 

資産老朽化比率 

 播磨町 Ａ町 Ｂ町 Ｃ町 

資産老朽化比率 47.2％ 41.9％ 44.4％ 51.3％ 

※ 比較している数値は、いずれも平成 21 年度決算の数値です。 

 

 他団体との比較においても、平均的な値となっていますが、本町の場合、昭和５０年

代の人口急増により整備を行った公共施設が多く、それらの施設の老朽化が進んでいま

すので、今後、施設の改修等を計画的に進め、長寿命化を図っていく必要があります。 
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５．住民一人当たり行政コスト計算書 

 

 行政コスト計算書の各項目の金額を住民一人当たりで算出することにより、他団体と

の比較がしやすくなり、より住民のみなさんが実感を持てる数値になります。 

 

《住民一人当たり行政コスト計算書》 

① 経常行政コスト 

（1）人にかかるコスト 

（2）物にかかるコスト 

（3）移転支出的なコスト 

（4）その他のコスト 

250 千円 

43 千円 

81 千円 

122 千円 

4 千円 

② 経常収益 8 千円 

純経常行政コスト ①－② 242 千円 

 （注）平成 22 年度末（平成 23 年 3月 31 日）の住民基本台帳人口（33,948 人）で計算しています。 

 

純経常行政コストは 24 万 2 千円であり、平均的な値は 20 万円～90 万円とされてい

ることから低いことがわかります。ただし、コストが低くても住民の満足度が低ければ

適切ではないため、引き続き適正なコストによる行政サービスの充実に努めていきます。 

 

○兵庫県下の類似団体との比較 

住民一人当たりの行政コスト 

 播磨町 Ａ町 Ｂ町 Ｃ町 

① 経常行政コスト 

（1）人にかかるコスト 

（2）物にかかるコスト 

（3）移転支出的なコスト 

（4）その他のコスト 

260 千円 

48 千円 

83 千円 

124 千円 

5 千円 

279 千円 

64 千円 

111 千円 

92 千円 

12 千円 

272 千円 

47 千円 

74 千円 

147 千円 

4 千円 

242 千円 

44 千円 

64 千円 

129 千円 

5 千円 

② 経常収益 8 千円 8 千円 10 千円 21 千円 

純経常行政コスト ①－② 252 千円 271 千円 262 千円 221 千円 

※ 比較している数値は、いずれも平成 21 年度決算の数値です。 

コスト面においてコンパクトであり、効率的に提供されているものといえます。 
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６．受益者負担比率 

 

 行政コスト計算書の経常収益は、受益者負担の金額であるため、経常収益の行政コス

トに対する割合を算定することにより、受益者負担割合を算定することができます。 

 

受益者負担比率（％）＝経常収益÷経常行政コスト×100 

※ いずれも行政コスト計算書の数値を用いて算出します。 

 

 《受益者負担比率》 

① 経常収益 

② 経常行政コスト 

270,832 千円 

8,475,933 千円 

受益者負担比率 ①/②×100 3.2％ 

  

 受益者負担比率の平均的な値は、一般的に「2％～8％」の間といわれています。本町

の比率は 3.2％であり、平均的な水準の中でも低い値となっています。 

 

○兵庫県下の類似団体との比較 

受益者負担比率 

 播磨町 Ａ町 Ｂ町 Ｃ町 

受益者負担比率 2.9％ 2.9％ 3.7％ 8.7％ 

※ 比較している数値は、いずれも平成 21 年度決算の数値です。 

 

 他団体との比較においても、本町の受益者負担比率は低い値となっています。 

今後、受益者負担の観点から使用料や手数料の適正化に向け、料金の見直しの検討が

必要であると考えます。 
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７．地方債の償還可能年数 

 

 自治体が抱えている借金を経常的に確保できる資金で返済した場合に、何年で返済で

きるかを表す指標で、この指標が小さければ小さいほど借金の経常的収支に対する負担

は軽く、債務償還能力が高いことになります。 

 

地方債の償還可能年数（年）＝地方債残高÷経常的収支額（地方債発行額及び基金

取崩額を除く） 

※ 「地方債残高」は貸借対照表の数値を使いますが、「経常的収支額」は資金収支計算書の数値を

用いて算出します。 

 

《地方債の償還可能年数》 

① 地方債残高 

② 経常的収支額（地方債発行額及び基金取崩額を除く） 

8,992,033 千円 

1,953,707 千円 

地方債の償還可能年数 ①/② 4.6 年 

 

一般企業では、10 年程度までが望ましいといわれており、本町の比率は 4.6 年とな

っています。なお、基金取崩額を除いているのは、残高に限りのある基金を経常的支出

に充てる方法も長くは続かないという理由からです。 

 

○兵庫県下の類似団体との比較 

地方債の償還可能年数 

 播磨町 Ａ町 Ｂ町 Ｃ町 

地方債の償還可能年数 9.9 年 6.6 年 5.1 年 3.9 年 

※ 比較している数値は、いずれも平成 21 年度決算の数値です。 

 

前年度においては、年度中に経常的に確保できる資金が少なかったため、指標が高く

なっています。 
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第３部 連結財務書類について 
 

１．連結財務書類とは 

 

 普通会計で実施している事業のほかにも、公営企業会計で水道事業、特別会計で下水

道事業、国民健康保険事業など、住民と密接な関わりをもつ事業を行っています。 

また、こうした町自らが行う事業とは別に、一部事務組合や第三セクターなどの関係

団体と連携協力して実施する行政サービスもあります。 

 連結財務書類とは、普通会計のほか、こういった特別会計や本町と連携協力して行政

サービスを提供している団体をひとつの行政サービス実施主体とみなして作成する財

務書類のことをいいます。 

 

《連結財務書類を構成する会計・団体等のイメージ図》 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．連結の方法 

 

 民間企業では、各社が企業会計原則に則り、同じフォームで財務書類を作成している

ため、連結するにあたって大きな問題は生じませんが、地方公共団体の連結財務書類の

基礎となる個別財務書類は、基本的に各会計・団体固有の会計基準などに則って作成さ

れているため、それぞれの会計で会計処理の方法が異なり、その調整が必要になります。 

 そのため、連結を行うためには、まず普通会計で作成した財務書類を基準として、各

会計が作成した財務書類に調整を加える必要があります。 

また、連結グループというひとつの行政サービス実施主体が外部と行った取引により

地方公共団体全体

普通会計 

公営事業会計 

（公営企業会計・特別会計）

連 結 

地方独立 

行政法人 

地方公社 

一部事務組合 

・広域連合 

第三セクター等 
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発生した資産・負債、行政コスト・収益等のみを計上することとなるため、連結対象と

なる会計・団体間で行われた次のような取引は、内部取引とみなし、原則としてすべて

相殺消去を行っています。 

 

  《主な相殺消去》 

 

・普通会計と公営事業会計間の繰出金と繰入金 

・普通会計と関係団体間の投資と資本 

・普通会計と関係団体間の補助金支出と補助金収入 

・普通会計と関係団体間の委託料の支払と受取 など 

 

３．連結の範囲 

 

 播磨町全体の資産・負債、行政コスト・収益等に関する財務状況を把握するため、普

通会計及びすべての公営事業会計（公営企業会計である水道事業、下水道事業・国民健

康保険事業などの特別会計）が連結の対象となります。 

 また、本町が加入する一部事務組合・広域連合のほか出資比率が 50％以上の第三セ

クター等の関係団体も連結の対象としています。 

 これらのことから、本町における連結の対象は、普通会計、公営企業会計（１会計）、

特別会計（５会計）、一部事務組合・広域連合（３団体）、第三セクター等（１法人）と

しています。なお、詳細は次のとおりです。 

 

① 普通会計 

 普通会計とは、地方公共団体ごとに異なっている一般会計など各会計の範囲を財政比

較などをするために統一的に用いられる会計区分です。 

一般会計、老人保健医療事業特別会計の一部 

 

② 公営企業会計 

 公営企業会計とは、組織、財務、職員の身分などについて特例を定めている地方公営

企業法を適用、もしくは一部適用する地方公共団体が営む企業で、一般行政部門から独

立した組織により経営されています。公営企業は独立採算制をとることとされており、
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当該事業の経営に伴う収入をもって事業を行っています。 

水道事業会計 

 

③ 特別会計 

 特別会計とは、公営企業会計と同様に特定の収入をもって事業を行う会計で、上記の

普通会計及び公営企業会計に属さない会計です。公営企業とは異なり、一般行政部門の

なかで特別会計を設けるなどして運営されています。 

下水道事業特別会計、国民健康保険事業特別会計、 

老人保健医療事業特別会計、後期高齢者医療事業特別会計、 

介護保険事業特別会計（保険事業勘定及び介護サービス事業勘定） 

 

④ 地方独立行政法人 

 地方独立行政法人とは、住民の生活、地域社会及び地域経済の安定等の公共上の見地

から必要な事務事業ではあるが、地方公共団体が自ら主体となって直接に実施する必要

のないもののうち、民間の主体に委ねた場合には実施されないおそれがあると認められ

る事務事業を実施するために、地方独立行政法人法の定めるところにより地方公共団体

が設立する法人のことです。本町には該当する法人はありません。 

 

⑤ 一部事務組合及び広域連合 

 一部事務組合及び広域連合とは、複数の普通地方公共団体が行政サービスの一部を共

同で行うことを目的として設置する組織です。 

 なお、連結財務書類では、各組合等に対する負担割合で按分し、金額を計上していま

す。 

加古郡衛生事務組合、東播磨農業共済事務組合、 

兵庫県後期高齢者医療広域連合 

 

⑥ 地方公社及び第三セクター等 

 自治体の出資比率が 50％以上の法人を連結の対象としています。 

（財）播磨町臨海管理センター 
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４．連結財務書類の概要 

  

（１）連結貸借対照表の概要 

【資産の部】 

１ 公共資産 

 普通会計と同様、「①生活インフラ・国土保全」が 419 億 5,200 万円、「②教育」が

122 億 8,000 万円と多くなっていますが、この他にも「④環境衛生」が 76 億 700 万円

となっており、公営事業会計などを連結することによる資産の増加が特徴に挙げられま

す。 

 具体的には、「①生活インフラ・国土保全」の資産総額は普通会計と比べると 126 億

8,800 万円増加していますが、これは主として下水道事業特別会計を連結したことによ

る影響であり、「④環境衛生」が 56 億 4,300 万円増加しているのは、水道事業会計を連

結したことが主な影響となっています。 

 

２ 投資等 

「（１）投資及び出資金」については、普通会計の貸借対照表に計上されていた連結

対象となる会計・団体・法人に対する出資金・出えん金がすべて相殺消去されますので、

通常は普通会計の貸借対照表の金額よりも小さくなります。具体的には 3億 300 万円減

少しています。 

 「（３）基金等」については、主として介護保険事業特別会計の基金や公営事業会計

などの退職手当組合積立金が計上されたことにより、普通会計と比べると 8億 8,600 万

円増加しています。 

 

３ 流動資産 

 「（１）資金」には 73 億 800 万円が計上されており、普通会計の歳計現金や財政調整

基金などの現金預金を始め、連結対象会計・団体等の現金預金などが含まれています。 

 「（２）未収金」には 1億 9,800 万円が計上されており、普通会計と比べると 1億 3,000

万円増加しています。これは普通会計の税金などの未収分に加え、国民健康保険税の未

収金や水道事業会計の未収金などが含まれていることによるものです。 

 

４ 繰延勘定 

 主に公営企業会計で計上されるものですが、本町においては該当ありません。 
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【負債の部】 

 「１ 固定負債」の地方債と「２ 流動負債」の翌年度償還予定額をあわせた地方債残

高の合計は 198 億 1,100 万円となっており、普通会計より 108 億 1,900 万円増加してお

ります。主として下水道事業会計にかかるものであり、これは資本整備を行うために財

源を地方債に委ねる傾向が大きいことの現れであり、他市町においても同様の傾向が見

受けられます。 

 

【純資産合計】 

 普通会計の貸借対照表では「公共資産等整備国県補助金等」、「公共資産等整備一般財

源等」、「その他一般財源等」及び「資産評価差額」に分かれていたものが、連結貸借対

照表では「純資産合計」としてひとつにまとめられています。 

 資産の部から負債の部を差し引いた純資産は 636 億 2,100 万円となっており、総資産

に占める純資産の割合は約 74％となっています。 

 

（２）連結行政コスト計算書の概要 

 行政サービス提供にかかった「経常行政コスト」の総額は 161 億 7,400 万円となって

います。「経常収益」は、特別会計が受益者負担の原則に成り立っていることから、57

億 5,200 万円となり、普通会計と比べると受益者負担の割合は 35.6％と大幅に増加し

ています。 

 性質別では、「１ 人にかかるコスト（１）人件費、（２）退職手当引当金繰入等、（３）

賞与引当金繰入額」は 16 億 7,400 万円で、全体のうち 10.4％を構成しています。「２ 物

にかかるコスト（１）物件費、（２）維持補修費、（３）減価償却費」は 38 億 9,700 万

円で、全体のうち 24.1％を構成しています。「３ 移転支出的なコスト（１）社会保障

給付、（２）補助金等、（３）他会計等への支出額、（４）他団体への公共資産整備補助

金等」は 100 億 9,200 万円で、全体のうち 62.4％となっています。「４ その他のコス

ト（１）支払利息、（２）回収不能見込計上額、（３）その他行政コスト」においては 5

億 1,000 万円で、全体のうち 3.2％となっています。 

 目的別では、「福祉」が 99 億 6,400 万円で、全体の約 6割を占めています。主な要因

として、国民健康保険事業や介護保険事業、後期高齢者医療事業などの特別会計に要す

る費用により増加していることが大きく影響しています。 
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（３）連結純資産変動計算書の概要 

 普通会計において 5億 8,300 万円の純資産が増加したことや、特別会計などの純資産

増加により、連結純資産変動計算書では 8億 6,800 万円の純資産増加となっています。 

 

（４）連結資金収支計算書の概要 

 普通会計の資金収支計算書では「歳計現金」のみが資金の範囲でしたが、連結資金収

支計算書では財政調整基金や減債基金も資金に含まれます。 

 なお、連結貸借対照表の科目も「歳計現金」ではなく、「資金」となっており、連結

貸借対照表における資金の増減明細という位置づけになります。 

その結果、連結資金収支計算書では 5億 2,600 万円の資金増加となっています。 

 

５．普通会計財務書類との比較 

 

 連結財務書類の分析方法として「連単分析」があります。これは、普通会計の財務書

類との比較を行うことにより、普通会計以外での行政サービスの規模を把握することが

できます。 

 

（１）貸借対照表                         （単位：千円） 

区 分 連 結 普通会計 増減額 連単倍率 

① 資産 

（1）公共資産 

（2）投資等 

（3）流動資産 

85,445,246 

72,662,353 

5,273,320 

7,509,573 

64,172,019 

54,331,357 

4,175,869 

5,664,793 

21,273,227 

18,330,996 

1,097,451 

1,844,780 

1.33 

1.34 

1.26 

1.33 

② 負債 

（1）固定負債 

（2）流動負債 

21,823,853 

20,205,824 

1,618,029 

10,607,438 

9,739,880 

867,558 

11,216,415 

10,465,944 

750,471 

2.06 

2.07 

1.87 

③ 純資産 63,621,393 53,564,581 10,056,812 1.19 

 

資産の連単倍率は 1.33 倍ですが、負債では 2.06 倍と資産の倍率より負債の倍率が高

くなっています。これは、主に下水道事業特別会計において、資産に対して負債の割合

が高くなっているためです。 
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（２）行政コスト計算書                      （単位：千円） 

区 分 連 結 普通会計 増減額 連単倍率 

① 経常行政コスト 

（1）人にかかるコスト 

（2）物にかかるコスト 

（3）移転支出的なコスト 

（4）その他のコスト 

16,173,746 

1,674,183 

3,897,354 

10,092,303 

509,906 

8,475,933 

1,459,518 

2,733,674 

4,139,003 

143,738 

7,697,813 

214,665 

1,163,680 

5,953,300 

366,168 

1.91 

1.15 

1.43 

2.44 

3.55 

② 経常収益 5,751,624 270,832 5,480,792 21.24 

純経常行政コスト ①－② 10,422,122 8,205,101 2,217,021 1.27 

 

経常行政コストでは、移転支出的なコストが 2.44 倍と高くなっていますが、主に国

民健康保険事業特別会計や介護保険事業特別会計のなかで社会保障給付が多額になっ

ているためです。その他のコストで 3.55 倍と高くなっているのは、下水道事業特別会

計において町債の償還に伴う支払利息が含まれたことによるものです。 

 また、経常収益については、受益者負担の原則による分担金・負担金や保険料などの

規模が大きいため、連単倍率が 21.24 倍と大幅に高くなっています。 


